
診療報酬関連情報

長期収載品の処方等又は調剤の取扱いに関する疑義解釈（その３）

� 2024年（令和６年）９月25日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

【編注】 厚生労働省は９月25日、2024年10月診療分から導入された標記の取扱いの疑義解釈に
ついて事務連絡しました。また９月26日付で、問１について訂正（アンダーライン部分の追
加）をしています。
　問１によれば、以下の通りです。
・�「在宅医療」の部で用いられる注射薬は、在宅自己注射指導管理料で用いる注射薬以外は
選定療養の対象外である。
　�（なお、在宅自己注射指導管理料で用いる注射薬であっても、バイオ医薬品は選定療養の
対象外です）
・「注射」の部で用いられる注射薬は、選定療養の対象外である。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【入院中の患者以外の患者に対する注射について】
問１ 　「「「療担規則及び薬担規則並びに療担基
準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項
等」及び「保険外併用療養費に係る厚生労働
大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項
について」の一部改正について」（令和６年３
月27日保医発0327第10号）において、「別表第
一（医科点数表）C200に掲げる薬剤（「在宅
医療」の部の薬剤）」、「別表第一（医科点数
表）G100に掲げる薬剤（「注射」の部の薬剤）」
及び「別表第二（歯科点数表）G100に掲げる
薬剤（「注射」の部の薬剤）」が選定療養の対
象となるとされているが、入院中の患者以外
の患者（往診又は訪問診療を行った患者も含
む）に対して医療機関が注射を行った場合も、
長期収載品の選定療養の対象となるのか。
答１ 　長期収載品の選定療養の対象とはならな
い。
　　なお、在宅自己注射を処方した場合につい
ては、「長期収載品の処方等又は調剤の取扱
いに関する疑義解釈資料の送付について（そ
の１）」（令和６年７月12日厚生労働省保険局
医療課事務連絡。以下「疑義解釈その１」と

いう）問９に記載するとおり、長期収載品の
選定療養の対象となる。

【医療上の必要性について】
問２ 　疑義解釈その１問１の②において、「当
該患者が後発医薬品を使用した際に」とある
が、後発医薬品の添付文書において、当該患
者への投与が禁忌とされている場合も、実際
に当該患者に使用したうえで判断する必要が
あるのか。

答２ 　後発医薬品の添付文書において禁忌とさ
れている患者に対しては、当該後発医薬品を
使用したうえで判断する必要はなく、この場
合は疑義解釈その１問１の②に該当するとみ
なして差し支えない。

問３ 　複数の医薬品を混合する際、後発医薬品
を用いると配合変化により薬剤が分離する場
合であって、長期収載品を用いることにより
配合変化が回避できるときは、医療上の必要
性があると認められるか。

答３ 　疑義解釈その１問１の④に該当するた
め、医療上の必要性があると認められる。

（令和6.9.25事務連絡）（提要P.1573に追加）
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医療ＤＸ推進体制整備加算の取扱いに関する疑義解釈（その２）

� 2024年（令和６年）９月27日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

�【編注】 厚生労働省は９月27日、標記について事務連絡しました。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【医療ＤＸ推進体制整備加算】
�問１ 　「医療情報取得加算及び医療ＤＸ推進体
制整備加算の取扱いに関する疑義解釈資料の
送付について（その１）」（令和６年９月３日
事務連絡）別添１の問１において、「すでに
医療ＤＸ推進体制整備加算の施設基準を届け

出ている保険医療機関は、届出直しは不要で
あること」とされているが、マイナ保険証利
用率要件を満たさなくなった場合は、施設基
準の辞退の届出を行う必要があるのか。

�答１ 　辞退の届出は不要。
（令和6.9.27事務連絡）（提要P.1055に追加）

新点数Ｑ＆Ａ（厚生労働省疑義解釈その12）

� 2024年（令和６年）９月27日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

�【編注】 厚生労働省は９月27日、2024年（令和６年）度診療報酬改定に係るＱ＆Ａ（疑義解釈）
を事務連絡しました。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【看護補助体制充実加算】
�問１ 　Ａ103精神病棟入院基本料又はＡ104特定
機能病院入院基本料（精神病棟）を算定する
病棟に入院する患者に対して身体的拘束を行
った日についても、Ａ214看護補助加算の注
４の看護補助体制充実加算における身体的拘
束を実施した日に該当するのか。
�答１ 　精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律（昭和25年法律第123号）の規定に基づい
て身体的拘束を実施した場合は該当しない。

（令和6.9.27事務連絡）（提要P.124）

【有床診療所在宅患者支援病床初期加算】
�問２ 　Ａ108有床診療所入院基本料の注３に規
定する有床診療所在宅患者支援病床初期加算
の算定の対象となる患者については、「疑義
解釈資料の送付について（その１）」（令和６
年３月28日事務連絡）別添１の問36におい
て、「意思決定に対する支援が必要な患者で
あって、医師の医学的判断によるもの」とさ
れているところであるが、ここでいう「意思

決定に対する支援」とは、人生の最終段階に
おける医療・ケアの決定に関する意思決定の
支援に限られるのか。

�答２ 　ここでいう「意思決定に対する支援」
は、患者の年齢や疾患に応じて行われるもの
であり、必ずしも人生の最終段階における医
療・ケアの決定に関する意思決定の支援に限
られるものではない。患者の年齢や疾患に関
わらず、医師の医学的判断により、入院時に
治療方針に関する患者又はその家族等の意思
決定に対する支援が必要な患者に対して支援
を行うことで算定できる。

（令和6.9.27事務連絡）（提要P.105）

【注射薬】
�問３ 　レパーサ皮下注420㎎オートミニドーザ
ーが供給停止となる予定だが、420㎎の１回
投与を行う場合はレパーサ皮下注140㎎ペン
３本としてよいか。

�答３ 　差し支えない。
（令和6.9.27事務連絡）
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検査料の点数の取扱い
� 2024年（令和６年）９月30日　保医発0930第９号

�【編注】 厚生労働省は９月30日、標記について通知しました。
　下線は追加です。適用は2024年10月１日です。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

【特掲診療料　第３部 検査】
D008 内分泌学的検査
→「52」の抗ミュラー管ホルモン（ＡＭＨ）
　不妊症の患者に対して、卵巣の機能の評価及
び治療方針の決定を目的として、血清又は血漿
を検体としてＥＩＡ法、ＣＬＥＩＡ法、ＥＣＬＩ
Ａ法又はＣＬＩＡ法により測定した場合に、６
月に１回に限り算定できる。
（令和６保医発0930・９）（提要P.480、右段下から９行目を訂正）

D013 肝炎ウイルス関連検査
→ＨＣＶ抗体・ＨＣＶコア蛋白同時検出定性
（102点）（準用点数の新設）

　ＨＣＶ抗体・ＨＣＶコア蛋白同時検出定性は、
ＥＣＬＩＡ法により測定した場合に、D013肝炎
ウイルス関連検査の「５」ＨＣＶ抗体定性・定
量の所定点数を準用して算定する。
（令和６保医発0930・９）（提要P.493、左段上から29行目の次に追加）

販売名：エクルーシス試薬 HCV Duo
保険適用希望企業：ロシュ・ダイアグノステ
ィックス株式会社
主な使用目的：血清又は血漿中のC型肝炎ウイ
ルスコア蛋白質（HCVコア抗原）及びC型
肝炎ウイルス抗体（抗HCV抗体）の検出（C
型肝炎ウイルス感染の診断の補助）

医薬品医療機器等法上の効能・効果等の変更に伴う 
留意事項の一部改正等

� 2024年（令和６年）９月24日　保医発0924第１号

�【編注】 厚生労働省は９月24日、医薬品医療機器等法第14条第15項の規定に基づき、効能・効
果等の一部変更承認がなされたことに伴い、以下の医薬品に係る留意事項を一部改正しまし
た。二重取消線は削除、下線は追加です。

・2021年保医発1124第４号
→ パドセブ点滴静注用20㎎及び同点滴静注用30㎎
　本製剤の効能又は効果に関連する注意におい
て、「本剤の一次治療における有効性及び安全
性は確立していない」及び「PD1/PD-L1阻害剤
による治療歴のない患者における本剤の有効性
及び安全性は確立していない」と記載されてい
るので、PD-1/PD-L1阻害剤を含む化学療法に
よる治療歴を有する患者に投与することとし、
その旨を診療報酬明細書の摘要欄に記載する。

・�「抗PD-1抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用
推進ガイドラインの策定に伴う留意事項」

（2017年保医発0214第４号）
→キイトルーダ点滴静注100㎎
⑸　がん化学療法後に増悪した根治切除不能な
尿路上皮癌
　本製剤をがん化学療法後に増悪した根治切
除不能な尿路上皮癌の治療に用いる場合は、
次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記載す
る。

　１）～２）　（略）
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・�「使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正
等」（2014年保医発1211第１号）

→ ノボセブンHI静注用１㎎シリンジ、同２㎎シリ
ンジ、同５㎎シリンジ及び同８㎎シリンジ
①～②　（略）
③本製剤の過量投与及び重要な基本的注意使用
上の注意において、「本剤は過量投与した場

合に血栓形成のおそれがある」及び「在宅治
療は、軽度～中等度の出血の場合に可能であ
るが、患者が定期的に診察を受けている医師
と密接な関係が得られている場合のみ行う」
と記載されているので、使用に当たっては十
分留意する。

④～⑤　（略）

ビンゼレックス皮下注160㎎ シリンジ 
及び同皮下注160㎎オートインジェクターの取扱い

� 2024年（令和６年）９月25日　厚生労働省告示第303号　保医発0925第３号

�【編注】 「厚生労働大臣が定める保険医が投与することができる注射薬」であるビメキズマブ製
剤について、「４週間に１回投与する場合に限る」取扱いが、「４週間を超える間隔で投与する
場合を除く」に改められました。二重取消線は削除、下線は追加です。

・厚生労働大臣が定める掲示事項等（2006年
厚生労働省告示第107号）の一部改正
第10　厚生労働大臣が定める注射薬等
１　療担規則第20条第２号ト及び療担基準
第20条第３号トの厚生労働大臣が定める
保険医が投与することができる注射薬
　インスリン製剤、（中略）、ビメキズマブ
製剤（４週間を超える間隔で投与する場合
を除く）（４週間に１回投与する場合に限
る）、（後略）

・「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基
づき厚生労働大臣が定める掲示事項等の一部
改正等」（2023年保医発0428第３号）の一部
改正

３　掲示事項等告示の一部改正に伴う留意事項
→ビンゼレックス皮下注160㎎ シリンジ及び同
皮下注160㎎オートインジェクター
①本製剤の自己注射は４週間を超える間隔で投
与する場合は認められない。４週間に１回投
与する場合に限る。

②～③　（略）
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「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項」 
等の一部改正

� 2024年（令和６年）９月30日　保医発0930第７号
� ９月10日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

�【編注】 厚生労働省は９月30日、標記について通知しました。適用は2024年10月１日からです。
９月10日付の事務連絡による訂正も掲載します。二重取消線は削除、下線は追加です。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

１．医科診療報酬点数表に関する事項
【第２章 特掲診療料】
【第10部 手術】
【第１節 手術料】
【第１款皮膚・皮下組織】
→K009皮膚剥削術
　皮膚剥削術（グラインダーで皮膚を剥削する
手術）は、小腫瘍、丘疹性疾患及び外傷性異物
の場合に算定する。また、非外科的治療が無効
又は適応とならない白斑の治療を目的とした自家
培養表皮移植の前処置として行う際には、グラ
インダー、炭酸ガスレーザ、超音波手術器、エ
ルビウム・ヤグレーザ及び水圧式ナイフ等で剥
削した場合に算定できる。なお、単なる美容を
目的とした場合は保険給付の対象とならない。
（令和６保医発0930・７）（提要P.749、右段上から13行目に下線部
追加）

２．「特掲診療料の施設基準等及びその届出に
関する手続きの取扱い」の改正

第56の２の４ 多血小板血漿処置
→多血小板血漿処置の施設基準
⑴～⑶　（略）
⑷　当該処置の実施に当たり、再生医療等の
安全性の確保等に関する法律第３条に規定
する再生医療等提供基準を遵守している
（ただし、自己多血小板血漿ゲルを用いた
創傷治癒の促進に用いるものとして薬事承
認を得ている医療機器を用いて実施した場
合を除く）。

⑸　（略）
２　（略）
（令和６保医発0930・７）（提要P.1402、左段上から９行目の次に
下線部追加）

２．「特定保険医療材料の材料価格算定に関す
る留意事項」、「特定保険医療材料の定義」の
一部改正

→078 人工骨の定義
�【機能区分の定義】
①～⑤　（略）
⑥汎用型・吸収型（多孔体・蛋白質配合型）
　次のアからエまでに該当する。ただし、ヒト
同種骨組織由来の材料については、次のアから
オまでに該当する。
ア～ウ　（略）
エ　コラーゲン又はゼラチンが配合されてい
る。

オ　（略）
⑦～⑲　（略）
（令和６保医発0930・７）（提要P.995、左段下から１行目に下線部
追加）

→150 ヒト自家移植組織の算定
⑴　自家培養表皮（重症熱傷に対し使用する場合）
ウ　凍結保存皮膚を用いた皮膚移植術を行う
ことが可能であって、救命救急入院料３、
救命救急入院料４、特定集中治療室管理料
２、又は特定集中治療室管理料４又は特定
集中治療室管理料６の施設基準の届出を行
っている保険医療機関において使用する。

（令和6.9.10事務連絡）（提要P.1023、左段上から35行目に下線部
追加）

⑵～⑺　（略）
⑻　自家培養表皮（非外科的治療が無効又は適
応とならない白斑に対し使用する場合）
ア　非外科的治療が無効又は適応とならない
白斑患者のうち、12歳以上の患者に対して
使用した場合に限り算定できる。
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イ　調製・移植キットについては、非外科的
治療が無効又は適応とならない白斑を切除
した後の創部に対して、創閉鎖を目的とし
て使用した場合に、原則として一連の治療
計画につき40枚を限度として算定する。た
だし、医学的に必要な場合は、その理由を
診療報酬明細書の摘要欄に記載した上で50
枚を限度として算定できる。
ウ　関連学会が定める適正使用指針に従って
使用した場合に限り算定できる。
エ　次のいずれにも該当する医師が術者とし
て使用した場合に限り算定する。
ａ　皮膚科又は形成外科の経験を５年以上
有している。
ｂ　K014皮膚移植術（生体・培養）を術
者として３例以上実施した経験を有する
常勤の医師又はK014皮膚移植術（生体・
培養）を術者として３例以上実施した経
験を有する医師の指導下で当該手術を実
施する常勤の医師である。

オ 自家培養表皮（非外科的治療が無効又は
適応とならない白斑に対し使用する場合）
を使用することについて、医療上の必要性
及び合併症等について患者に説明し、説明
した内容を診療録に記載するとともに、説
明を行った旨を診療報酬明細書の摘要欄に
記載する。
カ　採取・培養キットについては、一連の治
療計画の初回治療月に１回に限り算定でき
る。
キ　診療報酬明細書の摘要欄に、非外科的治
療が無効又は適応とならないと判断し、か
つ、自家培養表皮（非外科的治療が無効又
は適応とならない白斑に対し使用する場
合）の適応となると判断した医学的理由を
詳細に記載する。また、複数回に分けて治
療することが予定されている場合は、一連
の治療計画の内容として以下の事項を摘要
欄にあわせて記載する。
ａ　治療開始年月及び治療終了予定年月
ｂ　治療間隔（日数）及び治療回数
ｃ　一連の治療において使用することを計
画している枚数

（令和６保医発0930・７）（提要P.1024、左段上から34行目の次に
⑻を追加）

→150 ヒト自家移植組織の定義
　薬事承認又は認証上、類別が「ヒト細胞加工
製品⑴ヒト体細胞加工製品」又は「ヒト細胞加
工製品⑵ヒト体性幹細胞加工製品」であって、
一般的名称が「ヒト（自己）表皮由来細胞シー
ト」、「メラノサイト含有ヒト（自己）表皮由来
細胞シート」、「ヒト（自己）軟骨由来組織」、
「ヒト（自己）角膜輪部由来角膜上皮細胞シー
ト」、「ヒト（自己）口腔粘膜由来上皮細胞シー
ト」又は「ヒト羊膜基質使用ヒト（自己）口腔
粘膜由来上皮細胞シート」である。
（令和６保医発0930・７）（提要P.1024、右段上から５行目に下線
部追加）

→191 末梢血管用ステントグラフトの定義
　次のいずれにも該当する。
①　（略）
②次のいずれかに該当する。
ア　胸部、腹部、骨盤内の動脈（大動脈、冠
動脈、腕頭動脈、頸動脈、椎骨動脈及び肺
動脈を除く）に対し、外傷性若しくは医原
性血管損傷の止血を目的に又は浅大腿動脈
に病変があるステント内再狭窄病変若しく
は対象病変長10㎝以上の症候性末梢動脈疾
患に対し、血管内腔の確保を目的に経血管
的に挿入され、体内に留置するものである。
イ　浅大腿動脈に病変があるステント内再狭
窄病変又は対象病変長10㎝以上の症候性末
梢動脈疾患に対し、血管内腔の確保を目的
に経血管的に挿入され、体内に留置するも
のである。

ウ～オ　（略）
（令和６保医発0930・７）（提要P.1030、左段下から26行目、23行
目に下線部追加）

→202 腹部開放創用局所陰圧閉鎖キットの算定
⑵　腹部開放創用局所陰圧閉鎖キットは、Ａ
300救命救急入院料（１日につき）「１」救急
救命入院料１から「４」救急救命入院料４ま
でのいずれか、Ａ301特定集中治療室管理料
（１日につき）「１」特定集中治療室管理料１
から「６４」特定集中治療室管理料６４まで
のいずれか、Ａ301－４小児特定集中治療室
管理料（１日につき）「１」７日以内の期間
若しくは「２」８日以上の期間又はＡ302新
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生児特定集中治療室管理料（１日につき）
「１」新生児特定集中治療室管理料１若しく
は「２」新生児特定集中治療室管理料２のい
ずれかの施設基準の届出を行っている医療機
関において算定できる。

（令和6.9.10事務連絡）（提要P.1031、右段下から25行目を訂正）

→219 自家皮膚細胞移植用キットの算定
⑶　皮膚移植術を行うことが可能であって、救
命救急入院料３、救命救急入院料４、特定集
中治療室管理料２、又は特定集中治療室管理
料４又は特定集中治療室管理料６の施設基準
の届出を行っている保険医療機関において使
用する。

（令和6.9.10事務連絡）（提要P.1034、右段下から８行目を訂正）

2024年（令和６年）度診療報酬改定関連通知の一部訂正
� 2024年（令和６年）10月１日　厚生労働省保険局医療課　事務連絡

�【編注】 厚生労働省は10月１日、標記について事務連絡しました。
　二重取消線は削除、下線は追加です。
　なお、届出様式の訂正については掲載を省略しています。
　文末に「提要P.○」とあるのは、2024年５月26日に発行した当会『社会保険診療提要』2024
年（令和６年）６月改定版の該当ページです。

１．基本診療料の施設基準等及びその届出に関
する手続きの取扱い

別添４　特定入院料の施設基準等
第２　特定集中治療室管理料
13　１から４６までに掲げる内法の規定の適用
について

　平成26年３月31日において、現に当該管理料
の届出を行っている保険医療機関については、
当該治療室の増築又は全面的な改築を行うまで
の間は、当該規定を満たしているものとする。
（令和6.10.1事務連絡）（提要P.1204、左段上から18行目を訂正）

２．特掲診療料の施設基準等及びその届出に関
する手続きの取扱い

第84の３　保険医療機関間の連携による病理
診断
→１　保険医療機関間の連携による病理診断に
関する施設基準

⑵　標本等の受取又は受信側（病理標本等の観
察及び評価が行われる保険医療機関）におい
ては、次に掲げる基準を全て満たしている。
ア　病理診断管理加算、悪性腫瘍病理組織標
本加算又は口腔病理診断管理加算の届出を
行っている施設である。

（令和6.10.1事務連絡）（提要P.1453、左段上から25行目を訂正）

（ 10 ）2024年（令和６年）10月25日　毎月10日・25日発行� 第3180号付録①京都保険医新聞

－ 10 －



支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）

� 2024年（令和６年）９月30日　社会保険診療報酬支払基金

�【編注】 支払基金は９月30日、「審査の一般的な取扱い事例」第16回を追加しました。
　「取扱いを作成した根拠等」の詳細は、社会保険診療報酬支払基金トップページ＞診療報酬
の審査＞審査結果の差異に対する取組＞審査の取扱いが統一された事例＞支払基金における審
査の一般的な取扱い（医科）＞支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）でご確認くだ
さい。

（第16回・2024年９月30日分）
【検査】

284 時間外緊急院内検査加算
①処置・手術の算定がない患者における、次の
傷病名等に対するＤ000尿中一般物質定性半
定量検査時の時間外緊急院内検査加算の算定
は、原則として認められる。
⑴　急性腹症
⑵　血尿
②処置・手術の算定がない患者における、Ｄ
012「22」インフルエンザウイルス抗原定性
時の時間外緊急院内検査加算の算定は、原則
として認められる。

285 心房細動等に対するＮＴ－ｐｒｏＢＮＰ
　次の傷病名に対するＤ008「20」脳性Ｎａ利尿
ペプチド前駆体Ｎ端フラグメント（ＮＴ－ｐｒｏ
ＢＮＰ）の算定は、原則として認められない。
⑴　心房細動
⑵　高血圧症

286 ＢＮＰとＮＴ－ｐｒｏＢＮＰ
　Ｄ008「18」脳性Ｎａ利尿ペプチド（ＢＮＰ）
とＤ008「20」脳性Ｎａ利尿ペプチド前駆体Ｎ端
フラグメント（ＮＴ－ｐｒｏＢＮＰ）は、原則と
して同等として取り扱う。
287 脂肪酸分画
①脂質異常症と次の併存病名のみに対するＤ
010「７」脂肪酸分画の算定は、原則として
認められる。
⑴　心筋梗塞
⑵　狭心症
⑶　脳梗塞
⑷　慢性動脈閉塞症（閉塞性血栓血管炎（バ
ージャー病）又は閉塞性動脈硬化症）

②脂質異常症疑いと動脈硬化症の併存病名のみ

に対するＤ010「７」脂肪酸分画の算定は、
原則として認められない。

③高血圧症と次の併存病名のみに対するＤ010
「７」脂肪酸分画の算定は、原則として認め
られない。
⑴　慢性動脈閉塞症（閉塞性血栓血管炎（バ
ージャー病）又は閉塞性動脈硬化症）

⑵　動脈硬化症
④高血圧症疑いと次の併存病名のみに対するＤ
010「７」脂肪酸分画の算定は、原則として
認められない。
⑴　心筋梗塞
⑵　狭心症
⑶　脳梗塞
⑷　慢性動脈閉塞症（閉塞性血栓血管炎（バ
ージャー病）又は閉塞性動脈硬化症）

⑸　動脈硬化症
288 Ａ群β溶連菌迅速試験定性
　溶連菌感染症に対するＤ012「19」Ａ群β溶連
菌迅速試験定性の算定は、原則として、１エピ
ソード（１発症）につき１回まで認められる。
　なお、溶連菌感染症の治癒判定目的での当該
検査の算定は、原則として認められない。
289 疑い傷病名に対する細菌薬剤感受性検査
　疑い傷病名に対するＤ019細菌薬剤感受性検
査「１」１菌種、「２」２菌種又は「３」３菌
種以上の算定は、原則として認められない。
290 精密眼圧測定 　支払基金統一事例
　次の場合のＤ264精密眼圧測定の算定は、原
則として認められる。
⑴　調節緊張症に対する散瞳点眼剤投与時
⑵　副腎皮質ホルモン製剤投与時

291 角膜曲率半径計測
①次の傷病名等に対するＤ265角膜曲率半径計
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測の算定は、原則として認められる。
⑴　初診時の屈折異常（近視・遠視・近視性
乱視・遠視性乱視・混合性乱視）
⑵　白内障手術前
②次の傷病名等に対するＤ265角膜曲率半径計
測の算定は、原則として認められない。
⑴　結膜炎（屈折異常なし）
⑵　眼底疾患（屈折異常なし）
⑶　眼精疲労（屈折異常なし）

292 子宮頸管粘液採取時等のゼラチン（ゼル
フォーム等）
①Ｄ418「１」子宮頸管粘液採取時におけるゼ
ラチン（ゼルフォーム等）の算定は、原則と
して認められない。
②Ｋ867子宮頸部（腟部）切除術時におけるゼ
ラチン（ゼルフォーム等）の算定は、原則と
して認められる。

【画像診断】
293 時間外緊急院内画像診断加算
　処置・手術の算定がない患者における、緊急
に画像診断の必要性を認めた場合の時間外緊急
院内画像診断加算の算定は、原則として認めら
れる。
294 胆管造影時の血管造影用ガイドワイヤー

（交換用）
　胆管造影時の血管造影用ガイドワイヤー（交
換用）の算定は、原則として認められない。
295 蘇生に成功した心肺停止に対するＣＴ撮影
　支払基金統一事例
　蘇生に成功した心肺停止に対するＥ200コン
ピューター断層撮影（ＣＴ撮影）の算定は、原
則として認められる。

【投薬】
296 イソロイシン・ロイシン・バリン　支払基
金統一事例
①肝硬変かつ低アルブミン血症に対するイソロ
イシン・ロイシン・バリン（リーバクト配合
顆粒等）の算定は、原則として認められる。
②次の傷病名のみに対するイソロイシン・ロイ
シン・バリン（リーバクト配合顆粒等）の算
定は、原則として認められない。
⑴　低アルブミン血症
⑵　Ｃ型慢性肝炎
⑶　慢性肝炎
⑷　劇症肝炎

⑸　高アンモニア血症
⑹　肝硬変
⑺　肝性脳症
⑻　肝不全
⑼　慢性肝炎かつ低アルブミン血症
⑽　肝硬変かつ食道静脈瘤

297 ＨＭＧ-ＣｏＡ還元酵素阻害薬（スタチン
製剤）２剤の併用投与
　ＨＭＧ-ＣｏＡ還元酵素阻害薬（スタチン製剤）
２剤の併用投与は、原則として認められない。
298 ５－ＨＴ３受容体拮抗型制吐剤等の屯服薬
としての算定　
①５－ＨＴ３受容体拮抗型制吐剤（ナゼア錠等）
の屯服薬としての算定は、原則として認めら
れる。

②次の薬剤の屯服薬としての算定は、原則とし
て認められない。
⑴　経口抗菌薬
⑵　選択的直接作用型第Ｘａ因子阻害剤（イ
グザレルト錠等）

⑶　神経障害性疼痛又は線維筋痛症に対する
疼痛治療剤（リリカカプセル錠等）

299 リマプロスト アルファデクス錠（オパル
モン錠等）
　慢性動脈閉塞症（閉塞性血栓血管炎（バージ
ャー病）又は閉塞性動脈硬化症）に対するリマ
プロスト アルファデクス錠（オパルモン錠等）
の算定は、原則として認められる。
300 シロスタゾール（プレタールＯＤ錠等）
支払基金統一事例
　次の傷病名に対するシロスタゾール（プレタ
ールＯＤ錠等）の算定は、原則として認められる。
⑴　内頸動脈狭窄症、脳動脈狭窄症
⑵　慢性動脈閉塞症（閉塞性血栓血管炎（バ
ージャー病）又は閉塞性動脈硬化症）

⑶　心原性及び出血性のない脳血管障害（脳
血流障害、一過性脳虚血発作）

301 慢性疼痛等に対するデュロキセチン塩酸塩
　支払基金統一事例
　次の傷病名に対するデュロキセチン塩酸塩
（サインバルタカプセル等）の算定は、原則と
して認められない。
⑴　慢性疼痛
⑵　癌性疼痛

302 悪性黒色腫に対するウベニメクス

　支払基金統一事例
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　悪性黒色腫に対するウベニメクス（ベスタチ
ンカプセル）の算定は、原則として認められな
い。
303 小児のめまい症等に対するドンペリドン坐
剤10㎎、30㎎
　小児における次の傷病名に対するドンペリド
ン坐剤10㎎、30㎎（ナウゼリン坐剤10、30等）
の算定は、原則として認められない。
⑴　めまい症
⑵　蕁麻疹
⑶　痔核

304 成人の下痢症等に対するドンペリドン坐剤
60㎎等
①成人における次の傷病名に対するドンペリド
ン坐剤60㎎（ナウゼリン坐剤60等）の算定
は、原則として認められない。
⑴　下痢症
⑵　蕁麻疹
⑶　痔核
⑷　感冒、急性咽頭炎
⑸　めまい症
②成人における次の傷病名に対するドンペリド
ン坐剤10㎎、30㎎（ナウゼリン坐剤10、30
等）の算定は、原則として認められない。
⑴　蕁麻疹
⑵　痔核
⑶　感冒、急性咽頭炎

305 吸入ステロイド剤等の算定がないサルメテ
ロールキシナホ酸塩
　気管支喘息に対する吸入ステロイド剤等の算
定がないサルメテロールキシナホ酸塩（セレベ
ント50ディスカス）の算定は、原則として認め
られない。
306 爪白癬に対するルリコナゾール外用液等複
数の爪白癬治療剤又は抗真菌剤の併用投与
支払基金統一事例
　爪白癬に対する次の爪白癬治療剤又は抗真菌
剤の併用投与は、原則として認められない。
⑴　ルリコナゾール外用液（ルコナック爪外
用液）とイトラコナゾール（イトラコナゾ
ール錠等）
⑵　ルリコナゾール外用液（ルコナック爪外
用液）とホスラブコナゾールＬーリシンエ
タノール付加物カプセル（ネイリンカプセ
ル）

⑶　ルリコナゾール外用液（ルコナック爪外
用液）とエフィナコナゾール外用液（クレ
ナフィン爪外用液）

⑷　イトラコナゾール（イトラコナゾール錠
等）とエフィナコナゾール外用液（クレナ
フィン爪外用液）

307 爪白癬治療剤の一処方３月分の投与量
支払基金統一事例
　一側の手又は足に対する次の爪白癬治療剤の
一処方３月分の投与量は、原則として６本まで
認められる。
⑴　ルリコナゾール外用液（ルコナック爪外
用液）　3.5g（４mL）

⑵　エフィナコナゾール外用液（クレナフィ
ン爪外用液）　3.56g（４mL）

308 顕微鏡検査等のない爪白癬治療剤又は抗真
菌剤
　爪白癬の診断確定時における顕微鏡検査又は
培養検査のない次の爪白癬治療剤又は抗真菌剤
の算定は、原則として認められない。
⑴　エフィナコナゾール外用液（クレナフィ
ン爪外用液）

⑵　ホスラブコナゾールＬ－リシンエタノー
ル付加物カプセル（ネイリンカプセル）

⑶　ルリコナゾール外用液（ルコナック爪外
用液）

【注射】
309 重症急性膵炎等に対するオクトレオチド酢
酸塩注射液
　次の傷病名に対するオクトレオチド酢酸塩注
射液（サンドスタチン皮下注等）の算定は、原
則として認められない。
⑴　重症急性膵炎
⑵　膵液瘻

310 癌性疼痛に伴う鎮痛等に対するハロペリド
ール（注射薬）
　次の傷病名等に対するハロペリドール（注射
薬）（セレネース注等）の算定は、原則として
認められない。
⑴　癌性疼痛に伴う鎮痛
⑵　認知症に伴う不眠症

311 人工透析中の閉塞性動脈硬化症等に対する
アルプロスタジル
①次の傷病名に対するアルプロスタジル（パル
クス注、リプル注等）の算定は、原則として

　支払基金統一事例

　支払基金統一事例
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認められる。
⑴　人工透析中の閉塞性動脈硬化症
⑵　潰瘍を伴わない慢性動脈閉塞症（閉塞性
血栓血管炎（バージャー病）又は閉塞性動
脈硬化症）　

②人工透析に対するアルプロスタジル（パルク
ス注、リプル注等）の算定は、原則として認
められない。

【手術】
312 麻酔薬の算定がない小児創傷処理（６歳未
満）等
　麻酔薬の算定がない次の手術の算定は、原則
として認められる。
⑴　Ｋ000-2小児創傷処理（６歳未満）「５」
筋肉、臓器に達しないもの（長径2.5セン
チメートル未満）

⑵　Ｋ001皮膚切開術「１」長径10センチメ
ートル未満

313 手術時等のペルフルブタン 　支払基金統
一事例
①次の手術時のペルフルブタン（ソナゾイド注
射用）の算定は、原則として認められる。
⑴　Ｋ697-2肝悪性腫瘍マイクロ波凝固法
⑵　Ｋ697-3肝悪性腫瘍ラジオ波焼灼療法

②次の傷病名（診断確定時を含む）に対する超
音波内視鏡検査時のペルフルブタン（ソナゾ
イド注射用）の算定は、原則として認められ
ない。
⑴　胆のう炎
⑵　胆管炎
⑶　脾臓炎
⑷　膵炎・膵管内乳頭粘液性腫瘍等の膵疾患

医薬品の適応外使用に係る保険診療上の取扱い
� 2024年（令和６年）９月30日　保医発0930第１号

�【編注】 厚生労働省は９月30日、効能効果等の適応外使用の事例について、社会保険診療報酬
支払基金が設置している「審査情報提供検討委員会」において検討が行われ、検討結果が取り
まとめられた「第30次審査情報提供事例」について、「検討結果は妥当適切なものと考えてい
る」と通知しました。
　なお、「第30次審査情報提供事例（医科）」の「その他参考資料等」については掲載を省略して
います。詳細は、社会保険診療報酬支払基金トップページ＞診療報酬の審査＞審査結果の差異に
対する取組＞審査の取扱いが統一された事例＞審査情報提供事例＞新規事例でご確認ください。

（第30回・2024年９月30日分）
391 ミコフェノール酸モフェチル③（小児リウ
マチ１）
○標榜薬効（薬効コード）：他に分類されない
代謝性医薬品（399）

○成分名：ミコフェノール酸モフェチル【内服薬】
○主な製品名：セルセプトカプセル250、セル
セプト懸濁用散31.8％、他後発品あり

○使用例：原則として、「ミコフェノール酸モフ
ェチル【内服薬】」を「ＡＮＣＡ関連血管炎
（顕微鏡的多発血管炎、多発血管炎性肉芽腫
症、好酸球性多発血管炎性肉芽腫症）」に対し
て処方した場合、当該使用事例を審査上認め
る。
○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、

妥当と推定される。
○留意事項
⑴　当該使用例の用法・用量
成人：�通常、ミコフェノール酸モフェチル

として１回250～1,000㎎を１日２回
12時間毎に食後経口投与する。な
お、年齢、症状により適宜増減する
が、１日3,000㎎を上限とする。

小児：�通常、ミコフェノール酸モフェチル
として１回150～600㎎ /㎡を１日２
回12時間毎に食後経口投与する。な
お、年齢、症状により適宜増減する
が、１日2,000㎎を上限とする。

⑵　重症、難治症例に対して既存治療で効果
不十分な場合に限り認める。
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⑶　副作用に催奇形性や免疫抑制作用による
易感染性があるため、計画妊娠の啓発や感
染症合併時に対する注意、定期的な血球数
評価が必要。

392 ミコフェノール酸モフェチル④（小児リウ
マチ２）
○標榜薬効（薬効コード）：他に分類されない
代謝性医薬品（399）

○成分名：ミコフェノール酸モフェチル【内服薬】
○主な製品名：セルセプトカプセル250、セル
セプト懸濁用散31.8％、他後発品あり
○使用例：原則として、「ミコフェノール酸モ
フェチル【内服薬】」を「皮膚筋炎」、「若年
性皮膚筋炎」に対して処方した場合、当該使
用事例を審査上認める。
○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、
妥当と推定される。
○留意事項
⑴　当該使用例の用法・用量
成人：�通常、ミコフェノール酸モフェチル

として１回250～1,000㎎を１日２回
12時間毎に食後経口投与する。な
お、年齢、症状により適宜増減する
が、１日3,000㎎を上限とする。

小児：�通常、ミコフェノール酸モフェチル
として１回150～600㎎ /㎡を１日２
回12時間毎に食後経口投与する。な
お、年齢、症状により適宜増減する
が、１日2,000㎎を上限とする。

⑵　重症、難治症例に対して既存治療で効果
不十分な場合に限り認める。
⑶　副作用に催奇形性や免疫抑制作用による
易感染性があるため、計画妊娠の啓発や感
染症合併時に対する注意、定期的な血球数
評価が必要。

393 イオヘキソール（小児外科１）
○標榜薬効（薬効コード）：Ｘ線造影剤（721）
○成分名：イオヘキソール【注射薬】
○主な製品名：オムニパーク 240注 10mL
オムニパーク 300 �注 10mL、同 20mL、�

同 50mL、同 100mL
オムニパーク 350 �注 20mL、同 50mL、�

同 100mL
オムニパーク 240 注シリンジ 100mL
オムニパーク 300 �注シリンジ 50mL、�

同 80mL、同 100mL、�

同 110mL、 同 125mL、�
同 150mL

オムニパーク 350 �注シリンジ 45mL、�
同 70mL、同 100mL、�
他後発品あり

○使用例：原則として、「イオヘキソール【注射
薬】」を「以下の場合における消化管造影：狭
窄の疑いのあるとき、穿孔の恐れのあるとき
（消化器潰瘍、憩室）、その他外科手術を要す
る急性症状時、胃及び腸切除後（穿孔の危険、
縫合不全）、胃・腸瘻孔の造影」に対して使用
した場合、当該使用事例を審査上認める。
○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、
妥当と推定される。

○留意事項
⑴　当該使用例は、15歳までの小児の患者に
認める。

⑵　当該使用例の用法・用量 通常、小児に
下記の用量を１回量とし、経口又は注腸投
与する。
３カ月未満：５～30mL
３カ月～３歳：60mLまで
４歳～10歳：80mLまで
10歳以上：100mLまで

394 イオジキサノール（小児外科２）
○標榜薬効（薬効コード）：Ｘ線造影剤（721）
○成分名：イオジキサノール【注射薬】
○主な製品名：ビジパーク 270注 20mL、同 
50mL、同 100mL

　ビジパーク 320注 50mL、同 100mL
○使用例：原則として、「イオジキサノール
【注射薬】」を「以下の場合における消化管造
影：狭窄の疑いのあるとき、穿孔の恐れのあ
るとき（消化器潰瘍、憩室）、その他外科手
術を要する急性症状時、胃及び腸切除後（穿
孔の危険、縫合不全）、胃・腸瘻孔の造影」
に対して使用した場合、当該使用事例を審査
上認める。

○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、
妥当と推定される。

○留意事項
⑴　当該使用例は、15歳までの小児の患者に
認める。

⑵　当該使用例の用法・用量 通常、小児に
１回５mL/㎏（10～240mL）を経口又は注
腸投与する。
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395 ジゴキシン（産婦人科11）
○標榜薬効（薬効コード）：強心剤（211）
○成分名：ジゴキシン【内服薬・注射薬】
○主な製品名：ジゴシン注 0.25㎎、ジゴキシン
錠0.125㎎、同0.25㎎
○使用例：原則として、「ジゴキシン【内服
薬】・【注射薬】」を「胎児頻脈性不整脈（持
続して胎児心拍数180bpm以上となる上室頻
拍又は心房粗動）」に対して処方・使用した
場合、当該使用事例を審査上認める。
○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、
妥当と推定される。
○留意事項
⑴　当該使用例の用法・用量
１．急速飽和療法
　　ジゴキシン内服薬 1.0㎎を２回に分割
経口投与、もしくは、ジゴキシン注射薬
1.0㎎を初回0.5㎎、８時間毎に0.25㎎を
２回に分割静脈投与する。
２．維持療法
　　ジゴキシン内服薬 １日0.75㎎を３回に
分割経口投与する。母体血中濃度が1.5～
2.0ng/mLになるように適宜増減する。

⑵　母体及び胎児への安全性が担保できる施
設においてのみ投与する。
⑶　当該使用例の対象となる妊娠週数は、国
内臨床試験で有効性及び安全性が確認され
た妊娠22週以上37週未満とする。

396 ソタロール塩酸塩（産婦人科12）
○標榜薬効（薬効コード）：不整脈用剤（212）
○成分名：ソタロール塩酸塩【内服薬】
○主な製品名：ソタコール錠 40㎎、同 80㎎、
他後発品あり
○使用例：原則として、「ソタロール塩酸塩
【内服薬】」を「胎児頻脈性不整脈（持続して
胎児心拍数180bpm以上となる上室頻拍又は
心房粗動）」に対して処方した場合、当該使
用事例を審査上認める。
○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、
妥当と推定される。
○留意事項
⑴　当該使用例の用法・用量
　ソタロール塩酸塩として１日160㎎から
投与を開始し、効果が不十分な場合は１日
320㎎まで漸増し、１日２回に分けて経口

投与する。
⑵　母体及び胎児への安全性が担保できる施
設においてのみ投与する。

⑶　当該使用例の対象となる妊娠週数は、国
内臨床試験で有効性及び安全性が確認され
た妊娠22週以上37週未満とする。

397 フレカイニド酢酸塩（産婦人科13）
○標榜薬効（薬効コード）：不整脈用剤（212）
○成分名：フレカイニド酢酸塩【内服薬】
○主な製品名：タンボコール錠50㎎、同 100 
㎎、他後発品あり

○使用例：原則として、「フレカイニド酢酸塩
【内服薬】」を「胎児頻脈性不整脈（持続して
胎児心拍数180bpm以上となる上室頻拍又は
心房粗動）」に対して処方した場合、当該使
用事例を審査上認める。

○審査上認める根拠：薬理作用が同様であり、
妥当と推定される。

○留意事項
⑴　当該使用例の用法・用量 
　　フレカイニド酢酸塩として１日200㎎か
ら投与を開始し、効果が不十分な場合は１
日300㎎まで漸増し、１日２～３回に分け
て経口投与する。

⑵　母体及び胎児への安全性が担保できる施
設においてのみ投与する。

⑶　当該使用例の対象となる妊娠週数は、国
内臨床試験で有効性及び安全性が確認され
た妊娠22週以上37週未満とする。

398 クロミフェンクエン酸塩（生殖４）
○標榜薬効（薬効コード）：その他のホルモン
剤（抗ホルモン剤を含む）（249）

○成分名：クロミフェンクエン酸塩【内服薬】
○主な製品名：クロミッド錠 50㎎
○使用例：原則として、「クロミフェンクエン
酸塩【内服薬】」を「生殖補助医療における
調節卵巣刺激」に対して「１日50㎎から100
㎎を月経周期３日目から投与開始し卵胞が十
分発育するまで継続」した場合、当該使用事
例を審査上認める。

○審査上認める根拠：薬理作用に基づいてお
り、妥当と推定される。

○留意事項：月経周期３日目からトリガーの前
日（概ね10日間）までの経口投与を認める。
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支払基金・近畿ブロックにおける審査上の取扱い（医科）

� 2024年（令和６年）９月１日
� 社会保険診療報酬支払基金近畿審査事務センター

�【編注】 支払基金近畿審査事務センターは９月１日、「近畿ブロック取決事項」として、「審査
上の取扱い」を示しました。適用は2024年12月診療分からです。
　「取扱いを作成した根拠等」の詳細は、社会保険診療報酬支払基金トップページ＞都道府県
情報＞京都府＞近畿ブロック・近畿審査事務センター（大阪センター）でご確認ください。

・�2024年９月１日分（適用年月：2024年12月
診療分）

【投薬】
１．原疾患又はカルニチン欠乏を起こす原因が
特定できない場合のカルニチン欠乏症に対す
るレボカルニチン製剤（エルカルチンFF錠、
エルカルチンFF内用液、エルカルチンFF静注
等）の算定は、小児等の意識障害等で緊急を
要する場合を除き、原則として認められない。

【注射】
２．本剤投与前にＨ２受容体拮抗剤（ファモチジ

ン等）の投与を行うことと添付文書に記載が
ある抗悪性腫瘍薬（抗体薬を含む）（エムプリ
シティ点滴静注用、サークリサ点滴静注、ジ
ェブタナ点滴静注、タキソール注射液等（後
発医薬品含む））の投与前に投与するＨ２受容
体拮抗剤（ファモチジン等）について、その
傷病名を必要とせず算定は認められる。

【手術】
３．瞼板切除術（巨大霰粒腫摘出）を算定する
場合、傷病名欄又は詳記に巨大（霰粒腫）の
記載を必要とする。
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後発医薬品の出荷停止等を踏まえた診療報酬上の 
臨時的な取扱い

� 2024年（令和６年）９月24日　厚生労働省保険局医療課事務連絡

�【編注】 後発医薬品の供給停止や出荷調整が頻発し、保険医療機関等を中心に、代替後発医薬
品を入手することが困難となっている状況にあることを踏まえ、2024年９月30日まで、一部の
供給停止品目と同一成分・同一投与形態の医薬品について、後発医薬品使用体制加算等におけ
る実績要件である後発医薬品の使用（調剤）割合を算出する際に、算出対象から除外しても差
し支えないとされていました。
　厚生労働省は９月24日、依然として同様の状況が継続していることを踏まえ、診療報酬の臨
時的な取扱い等について事務連絡しました。
　�【別添２】 後発医薬品使用体制加算等における加算等の算定対象から除外する品目（令和７
年３月31日まで）については、以下のアドレス「令和６年度診療報酬改定について」の「第３
関係法令等」の�【事務連絡】 の⑶の２からダウンロードしてください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html

１．供給停止となっている後発医薬品等の診療
報酬上の臨時的な取扱い
⑴　後発医薬品使用体制加算等における後発医
薬品の使用割合等に係る要件の取扱い
①　医政局医薬産業振興・医療情報企画課と
連携して日本製薬団体連合会が行っている
「医薬品供給状況にかかる調査」を踏まえ、
別添２に示す医薬品（以下「供給停止品
目」という）（掲載省略）と同一成分・同
一剤形の医薬品については、「後発医薬品
使用体制加算」、「外来後発医薬品使用体制
加算」、「後発医薬品調剤体制加算」及び
「調剤基本料」注８に規定する減算（後発
医薬品減算）（以下「加算等」という）に
おける実績要件である後発医薬品の使用
（調剤）割合（以下「新指標の割合」とい
う）を算出する際に、算出対象から除外し
ても差し支えない。
　当該取扱いについては、令和６年10月診
療・調剤分から適用することとし、令和７
年３月31日を終期とする。
②　①の取扱いを行う場合においては、別添
２に示す全ての品目について、新指標の割
合の算出対象から除外することとし、一部
の成分の品目のみ算出対象から除外するこ
とは認められない。
　また、①の取扱いについては、１月ごと

に適用できることとし、加算等の施設基準
について、直近３月の新指標の割合の平均
を用いる場合においては、当該３月に①の
取扱いを行う月と行わない月が混在しても
差し支えない。
　なお、カットオフ値の算出については、
今回の臨時的な取扱いの対象とはしないこ
ととし、新指標の割合について①の取扱い
を行った場合においても、カットオフ値に
ついては、「令和６年度薬価改定を踏まえ
た診療報酬上の臨時的な取扱いについて」
（令和６年５月22日厚生労働省保険局医療
課事務連絡）も参考にしつつ算出し、加算
等の施設基準の実績要件を満たすかどうか
確認する。

③　①の取扱いを行った上で加算等の区分に
変更が生じる場合又は基準を満たさなくな
る場合には、「基本診療料の施設基準等及
びその届出に関する手続きの取扱いについ
て」（令和４年３月４日保医発第0304第２
号）及び「特掲診療料の施設基準等及びそ
の届出に関する手続きの取扱いについて」
（令和４年３月４日保医発0304第３号）に
従い、しかるべく変更等の届出を行う必要
がある。その際、後発医薬品の使用割合等
については、①の取扱いにより算出した割
合を記載しても差し支えない。
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２．その他の診療報酬の取扱い
�問１ 　１⑴の①の取扱いにおいて、新指標の割
合の算出対象から除外する際に、本事務連絡
の別添２に示す品目ではなく、令和６年３月
18日に発出された事務連絡「後発医薬品の出
荷停止等を踏まえた診療報酬上の臨時的な取
扱いについて」の別添２の品目を除外対象と
することは可能か。
�答１ 　本事務連絡は令和６年10月１日から適用
されることを踏まえ、９月診療・調剤分まで
の加算等の実績要件を判断するに当たっては、

令和６年３月事務連絡の別添２に示す品目を
除外し、10月診療・調剤分以降については本
事務連絡の別添２に示す品目を除外する。

�問２ 　１⑴の①の取扱いの対象となる医薬品に
ついて、一般名処方を行った場合、一般名処
方加算１及び２は算定できるか。

�答２ 　算定可。なお、今回の臨時的な取扱いに
ついては、加算等の施設基準における新指標
の割合の算出等に係るものであり、一般名処
方加算における後発医薬品のある医薬品の取
扱いを変更するものではない。
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